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研究成果の概要（和文）：本研究の多岐にわたる成果は「土地持ち非農家が多数派化した集落における担い手農
業経営の管理領域」として総合化することができる。その中で地域農業組織の機能が低下した純土地持ち非農家
が多数派化した集落において、リーディング経営による地域農業経営の管理に関する理論構築を試みた。その際
に問題となる非効率として(1)共同活動実践機能に関わる非効率、(2)情報処理機能に関わる非効率、(3) 関係調
整機能に関わる非効率、を区分し、検討を行った。次いで、これら三つの機能を代替的に担うリーディング経営
について、個別経済主体としてではなく、地域農業組織の一員としての立場から代替することが必要であること
を論証した。

研究成果の概要（英文）：One of the main results of this study is to build a theory on the management
 of regional agricultural management by leading farms in a village where the function of regional 
agricultural organizations has declined and the number of non-farmers with pure land has increased.
First, the functional decline of the organization was summarised into (1) inefficiency related to 
the joint activity practice function, (2) inefficiency related to the information processing 
function, and (3) inefficiency related to the relationship adjustment function.
Next, it was clarified that the leading farms should take charge of the functions as not an 
individual economic entitiy but a members of the organization.

研究分野： 農業経営学

キーワード： 土地持ち非農家　地域農業資源　地域農業ガバナンス　地域農業経営　リーディング経営

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の主要な成果である、純土地持ち非農家が多数派化した集落における地域農業資源の管理の代替策の検討
は、高い社会的意義を有する。具体的には、地域農業組織の機能の低下への対応策として、地域農業経営を内部
化するリーディング経営による地域農業資源の管理のあり方を検討した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
水田農業に関わる農地や水利施設，農道等の資源管理作業は，規模の経済性が低位にあること

から地域を単位として取り組まれる場合がほとんどであり，一定の労働力を必要とする。そのた
め，土地持ち非農家に関する研究として，資源管理に要する労働力の不足問題を視点とするもの
がある。その成果として，農業者と土地持ち非農家間の協力関係の維持の必要性と再編の方向性
が明らかにされている。また，集落営農に関する研究においても，組織を構成する地主（土地持
ち非農家）部会の構造と機能に関する分析が行われてきた。ただし，いずれの研究においても純
土地持ち非農家が多数派化する状況を明示的に前提としておらず，そのような状況が純土地持
ち非農家自身の行動および資源管理システムに与える影響を分析した業績は見当たらない。そ
の理由は，2010 年センサスまでは純土地持ち非農家と「集落営農など農業生産を行う組織経営
体に参加し，かつ，組織の活動に従事する」土地持ち非農家（「形式的土地持ち非農家」）が区分
されず，各々の量的把握に基づく定量分析が困難だったからである。 
今日，農地流動化の進展とともに純土地持ち非農家が少数派から多数派化へ転じる地域が増加

しており，地域毎に程度の差はあるものの，彼らの農地所有に関わる行動自体も変化しつつある。
例えば，地域として取り組む資源管理への参加の頻度の減少が加速するなどの傾向が見受けら
れる（図 1 を参照）。その背景には，資源管理システムを中心的に担う集落の農業者組織の運営
において組織員間の平等原則が崩れつつあり，純土地持ち非農家による負担軽減行動の是非が
問われ難くなっていることがある。ただし，資源管理作業において規模の経済を享受しうるよう
な好条件地域を除き，多くの地域において純土地持ち非農家が資源管理に関わらない状況は，地
域農業を適正に維持する上で種々の問題を派生しつつある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２．研究の目的 
 
本研究の目的は，純土地持ち非農家の多数派化という農地所有構造の変化に適応した資源管理

システムへの再編と機能化を図るための理論構築を試みることであり，合わせてその成果を踏
まえた実証研究をとおして生産現場に研究成果を還元することである。そのために大きくは 3 つ
の研究課題を設定し，それらへの接近により研究を進めることとした。 
第一に，研究の基礎となる純土地持ち非農家の量的実態把握を行った上で，センサス等の統計

データを用いて増加要因としての地域特性の定量分析を行う。このことにより，純土地持ち非農
家の増加を促進する条件の特定を行う。 
第二に，地域を単位とする資源管理に関して，純土地持ち非農家が少数派から多数派に転じる

ことによる行動の変化の実態把握と論理の解明を，事例調査に基づく分析により行う。次いで，
行動変化の背景にある農業者組織の運営原理の変質について合わせて分析する。これらの分析
結果を総合することにより，課題に即した検討を行う。 
第三に，第一，第二の課題の成果を踏まえつつ，純土地持ち非農家の多数派化地域において既

存の資源管理システムが受ける影響を整理した後，同システムの再編と機能化に関する理論構
築を試みる。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は，新たな主体概念である純土地持ち非農家を中心的な分析対象として定量的および定

性的な分析を行うことを方法とする。併せて，農業者組織の運営原理の変質に関する分析，さら
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には，これらの結果を基として中間組織体としての資源管理システムに関する分析を行う。なお，
国内の水田農業における資源管理問題を対象とする研究であるが，国外事例との比較検
討により有益な知見を得ることが可能と考える。このことから，国外調査による比較研
究を方法の一つとする。 
 
課題へ接近するための分析項目： 
純土地持ち非農家の増加要因となる地域特性の関連性 
地域農業資源管理に関わる純土地持ち非農家の行動変化 
資源管理に関わる農業者組織の実態と運営原理  
純土地持ち非農家の多数派化が資源管理システムに与える影響，要因，結果 
資源管理に関わる農業者組織の実態把握と運営原理およびその変化 
 
４．研究成果 
 
国内および国外の農業経営の実態把握から始め，地域的な農業の維持と純土地持ち非農家の行

動に関する研究を行った成果は多岐にわたる。それらの成果は「土地持ち非農家が多数派化した
集落における担い手農業経営の管理領域」として総合化することができる。以下，その内容を記
す。 

 
(1)土地持ち非農家の多数派化とリーディング経営の管理領域の拡大 
 
集落内の農地を地域農業の担い手となる農業経営（以下、後述する意味において「リーディン

グ経営」と呼ぶ。）に集積することは、リーディング経営における生産効率と事業収益の向上を
可能とし、地域農業としての面的な維持にも有効な取り組みである。ただし、農地集積は農地の
貸し手となる農地所有世帯の離農を伴うことから、土地持ち非農家（以下，主には「純土地持ち
非農家」を意味する。）が増加することになる。近年では、農地集積の結果として、農地所有者
の半数以上が土地持ち非農家である集落（以下、「多数派化集落」と呼ぶ。）はさほど珍しくない。
図 2 は、土地持ち非農家数と農地所有世帯に占める割合の推移を示している。2015 年のセンサ
スでは、土地持ち非農家数が販売農家数を上回り、全体の 4 割近くを占めるに至った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
多数派化集落は、リーディング経営が規模拡大をとおして生産を効率化できうる反面、様々な

非効率を抱えることになる。とくに、農家戸数が減少することにより集落内に組織されている実
行組合等の農業関連組織（以下、「地域農業組織」と総称する。）の機能が低下すれば、地域農業
次元に種々の問題が生じ、リーディング経営をはじめとする個別農業経営次元での非効率とな
る。地域農業組織は集落内農家（地域によっては土地持ち非農家を含む）を構成員とし、地域農
業の維持・振興に向けて様々な共同活動を企画・実践する主体である。また、多くの地域では、
集落内の農家間、あるいは農家と非農家の間の調整を図る自治的な性格を有する組織でもある。
すなわち、地域農業を経営するという「地域農業経営」概念において、経営主体としての機能を
有する組織である。したがって、地域農業組織が担う地域農業経営に関わる機能が低下した場合
には、問題や非効率が生じることは上記に指摘したとおりである。そして、その是正には、不全
化した機能を代替し再充足する主体が必要になる。リーディング経営は、このように地域農業経
営に関わる機能の一部もしくは大部分を代替的に担うことが期待される個別農業経営である。



既にリーディング経営が地域農業経営主体として、重要な役割を果てしている地域も少なくな
い。すなわち、リーディング経営とは、地域農業経営主体として、集落内の個別農業経営や土地
持ち非農家を地域農業の維持・振興に向けてリードする個別農業経営として定義されるのであ
る。 
なお、リーディング経営自身にとっては、自己経営の非効率を是正し費用負担を軽減する取り

組みとして、地域農業経営に関わる機能を代替することになる。すなわち、リーディング経営の
視点からは、これまで所与の条件であった外部環境としての地域農業を内部環境化し、管理対象
とすることにより自己経営の効率化を図る取り組みに他ならない。ただし、リーディング経営が
地域農業経営に関わる機能を全て代替することは過剰負担となる。したがって、地域農業組織に
は地域農業経営に関わる一定の機能を担う役割が残ることになる。 
 

(2)リーディング経営が代替する地域農業経営機能と非効率 

 

多数派化集落における地域農業組織の機能低下に対して、その機能を代替する、つまり地域農
業経営を内部化するリーディング経営は、代替する機能に応じて経営管理の対象とする領域を
拡大することになる。地域農業組織の機能低下により生じる問題は地域の状況に応じて多種多
様であるが、表 1 に見るように大きくは三つの機能の低下に区分できる。 
 

表１ 地域農業組織の機能低下により生じる問題 

問題の区分 問題の内容 
(1)共同活動実践機能に関わ

る問題（共同的非効率） 
・共同活動を実施する体制の不備により活動上に種々の

問題が生じその成果が低下する 
(2)情報処理機能に関わる問

題（情報的非効率） 
・情報処理が行われないことにより本来であれば得られ

る利益を得られない 
(3) 関係調整機能に関わる問

題（関係的非効率） 
・地域住民間（農家間、農家と非農家間）のコンフクリク

トを解消することが困難になる 
・不在農地所有者との連絡・調整が困難になる 

 

(3)リーディング経営と地域農業組織の機能分担―組織に残る機能― 

 

地域農業組織の機能低下に伴う問題から非効率が生じる構造を整理し、リーディング経営によ
る機能代替のあり方を検討した。その結果、リーディング経営による地域農業組織の諸機能の代
替について、全くの代替はリーディング経営にとって過剰負担になり易く、効率的な機能の充足
のためには地域農業組織に残すべき機能があることを明らかにした。 
具体的には、多くの機能について、リーディング経営は個別農業経営の立場としてではなく、

地域農業組織の一員あるいは代表としての立場を明確にした上で代替することが必要となる。
リーディング経営にとって、自己の経営管理として諸機能を代替し活動を行うことは、その取り
組みが経済合理的であることを条件とするが故に、過剰な負担は避けなければならいのである。
したがって、地域農業組織の機能低下に直面する地域が機能を代替するリーディング経営を確
保するためには、リーディング経営が行う共同活動や各種の情報処理、住民間の関係調整の結果
に対して、その責任を負うことが地域農業組織の機能となる。このことは、リーディング経営の
活動の方法および結果を、その他の構成員が受け入れることに他ならない。そのことが、リーデ
ィング経営による効率的な地域農業経営を可能にし、高い成果を産み出すことになる。 

 
(4)地域農業組織による入り作リーディング経営への対応 
 
集落出自の個別農業経営に候補がいない場合、入り作経営がリーディング経営（以下、「入り作

リーディング経営」と呼ぶ。）として活動することを期待されている地域も少なくない。その場
合、地域農業組織のみならず地域社会との関係を含めて、入り作リーディング経営による機能の
代替のあり方は、集落出自のリーディング経営とは若干異なるものとなる。当然ながら、入り作
経営にとってリーディング経営となることは、集落出自のリーディング経営よりも高い費用を
伴う。とくに、入り作先リーディング経営が情報処理機能や関係調整機能を代替することは極め
て困難である。そのため、地域農業組織がより多くの機能を分担することが求められる。入り作
先リーディング経営が地域農業組織の機能を代替する際には、自己経営の経済合理性の制約が
より強く作用するのである。 
このことは、集落内で農地集積が進んだ後の、地域農業組織による入り作リーディング経営と

の互恵関係を築くことの重要性を意味する。そのような対応がなされない場合には、とくに生産



効率が低位にとどまる土地条件を有している地域においては、入り作リーディング経営の同地
域からの事業撤退を招くことも十分想定される。なぜなら、通常は、集落側よりも入り作リーデ
ィング経営側がより多くの選択肢を有しているからである。例えば、入り作リーディング経営の
事業規模が適正規模に達すると、「集約化のための再集積」が経営戦略となる。つまり、生産効
率の高低による入り作先の取捨選択が行われることになる。地域農業組織が地域農業を維持し、
入り作リーディング経営が成長・発展する最良の道は、互恵関係の形成と維持である。 
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